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令和元年11月8日（金） 
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本日の内容 

1.なぜ「生産性の向上」が必要なのか 
 
1.何から取り組むべきか？ 
 
1.介護施設経営の基本要素 
 
1.まとめ 



1.なぜ「生産性の向上」が必要なのか？ 
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1. なぜ「生産性の向上」が必要なのか？ 

生産性の向上とは？ 生産性向上と業務効率化の違い 

今、介護事業所こそ「効率化」のみならず「生産性の向上」を行う必要がある 
5 

投資に対して最大の成果を上げている状態 
⇓ 

生産性が高い 



様々な業界の「生産性の向上」 

出典：中小企業庁 2014年 

医療福祉業は他産業と比較して労働生産性は低いとされている 

1. なぜ「生産性の向上」が必要なのか？ 
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生産性を経済で考えた場合・・・ 



なぜ介護業界で生産性の向上が必要なのか 

今、「生産性の向上」が介護業界に強く求められる背景 

①介護保険制度の変化 

②深刻な人材不足 

人手頼みの業務システムからの脱却 

報酬減少・アウトカム評価への対応 

③日本式介護の確立 

2040年以降の介護ビジネス 

1. なぜ「生産性の向上」が必要なのか？ 
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① 介護保険制度の変化 

改定率は一見プラス傾向であるが、加算を受けるためのハードルが高く設定 

実質介護報酬は縮小していくと予想される 
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令和元年10月改定2.13% (処遇改善1.67% 消費税対策0.39% 補足給付0.06%)    

処遇改善と増税対策 

介護報酬改定率の推移  

1. なぜ「生産性の向上」が必要なのか？ 
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9 出典：介護のニュースサイトJOINT（2019.10.10） 

出典：共同通信社（2019.10.5） 

参考資料 

• 介護保険原則2割 
• ケアプラン有料化 
• 高額介護サービス費負担引き上げ 
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出典：介護のニュースサイトJOINT（2019.10.10） 

参考資料 

• 通所介護要介護2以下介護保険切り離し 



1. なぜ「生産性の向上」が必要なのか？ 

① 介護保険制度の変化 縮小する介護保険事業 

出典：（H２７.4.27） 財務省 主計局 「社会保障」 

平成29年度末までに要支援対象者の
通所介護・訪問介護は地域支援事業
に移行完了。 

次の段階として、要介護１・２の対
象者における通所介護・訪問介護は
地域支援事業に移行すべきとの方向
性を財務省が示している。 

今後、介護保険や地域支援事業のサービスは縮小していく 11 
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参考資料 

出典：財務省提出資料（財政制度審議会（2019.10.9）） 



1. なぜ「生産性の向上」が必要なのか？ 

① 介護保険制度の変化 逼迫する財政状況 

特例公債の発行から脱却することのできた1990年度予算と比較すると、社会保障関係費が大幅に増え、税
収とのギャップを特例公債（赤字公債）でまかなっている。 

1990年度と2019年度における国の一般会計歳出・歳入の比較 

急激な社会保障費の増加による赤字国債の発行が財政悪化の原因とされている 13 

 2019年度予算における社会保障関係費は約34兆円 
 歳出⾯では社会保障関係費のみが⼤きく増加 
 歳⼊⾯では特例公債が増加 

出典：財務省提出資料（財政制度審議会（2019.10.9）） 



① 介護保険制度の変化 将来の社会保障費の見通し〜介護保険市場規模〜 

団塊の世代が75歳以上になると他の世代に比べ、１人当たり医療費や要支援・要介護
認定率は大幅に上昇。2025年、2040年にかけて、医療・介護費⽤は大きく増加してい
くことになる。この期間、20〜64歳の現役世代が大幅に減少することにも留意が必
要。 

2040年には介護保険市場は2.4倍に拡⼤すると予想されている 

1. なぜ「生産性の向上」が必要なのか？ 
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出典：厚生労働省 
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SOMPOホールディングスは人材確保が難しい地域などを対象にリーダー職の年収を最大で約80
万円、それ以外の職員は最大で約65万円引き上げる。地域や職種によって差はあるが、2.4〜
23%の賃上げ率になる。2022年にはさらなる処遇改善を実施する予定で、リーダー職の処遇を
看護師と同等水準（東京都で年収420万〜475万円）まで上げる。 
ベネッセホールディングスも10月から従業員の処遇改善に動く。勤続10年以上のリーダー職の
うち年収が500万円以上の人の割合は現在70%だが84%まで引き上げる。リーダー職ではない
職員の70%も年収440万円以上に引き上げる。学研ホールディングスはベテラン職員を中心
に、介護報酬の加算額を上回る賃上げを実施する方針。 
介護職員の賃金は介護報酬の改定などを反映する形でこれまで毎年0〜2%程度改善してきた。
SOMPOHDなどはこれを⼤きく上回る水準の引き上げを予定する。 
 
厚生労働省によると、17年の介護職員の平均給与（賞与込み）は月27万4千円で、全産業平均の
36万6千円を大きく下回る。同じ福祉職である准看護師（33万8千円）やケアマネジャー（31万
5千円）にも見劣りする水準で、処遇改善が大きな課題となっている。 
18年度の介護関係者の有効求人倍率は3.95倍に上る。厚労省は25年度までに新たに55万人の介
護人材が必要になると試算している。 

参考資料 
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参考資料 

介護関係職種の有効求人倍率3.95倍 全職種求人倍率1.46倍 



② 深刻な人材不足 

1. なぜ「生産性の向上」が必要なのか？ 

第７期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数 

就業者数の減少下で、２０２５年度末までに約５５万人 
年間約６万人程度の新規介護人材確保が必要 

介護人材の不足 

約37.7万人としていた以前の試算より是正されつつあるが、昨今「介護人材の不足」
による倒産件数が増加しており、団塊の世代が後期高齢者を迎える2025年に向けて早
急な打開策が必要。 

介護業界の人材不足は今後ますます悪化すると予想される 

現在の推計では2025年に約34万人の介護人材が不足すると予想されている 
出典：平成30年5月21日 厚生労働省「第７期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数」について 
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1. なぜ「生産性の向上」が必要なのか？ 

2030年人手は644万人不足する 

人手不足は介護業界だけの問題ではない 

他業種との人材獲得競争に勝利する必要がある 

各産業における人材不足推測 
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② 深刻な人材不足 



1. なぜ「生産性の向上」が必要なのか？ 

出典：国立社会保障・人口問題研究所問題研究所『日本の将来推計人口』平成29年 

これからの人口動態 

65歳以上人口は2040年頃ピークその後減少 

75歳以上人口は2025年頃にかけて急増 その後横ばい 

65歳未満人口は今後一貫して減少 

６５歳未満人口の労働力に頼った既存の介護システムは早晩限界がくる 19 

② 深刻な人材不足 



1. なぜ「生産性の向上」が必要なのか？ 

2030年人手は644万人不足する 

 

人材獲得競争への取り組みも⼤事だが、人ありきの現場を見直す必要がある。 

介護人材の賃金の状況 

出典：平成30年９月５日 厚生労働省第１６３回社会保障審議会介護給付費分科会資料 

介護職員の給与は全産業平均と比較し約８万円/月程度低く 
人材獲得競争においての競争力は非常に低い。 

特定処遇改善加算等様々な取り組みを行っているが… 
8万円の差は大きく、介護の仕事は大変。 

8万円程度の差 

介護職員の給料〜全産業平均との比較 
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② 深刻な人材不足 



1. なぜ「生産性の向上」が必要なのか？ 

介護現場における人員配置の現状 

【改革の方向性（案）】 
介護ロボット等の設備に応じて設備・運営基準や報酬に差を設けるなど、生産性向上に向けたインセンティ
ブを強化し、底上げを図るべき。 

【財務省からの論点提示】 
介護施設の設備・運営基準については、⻑らく変更されておらず、近年の介護ロボットやＩＣＴ等の普及効果が
反映されていない。 

出典：財務省 平成31年4月23日財政制度分科会 「社会保障について」 

ＩＣＴ等の活用により 

人員配置基準緩和に向けた動き、人ありきの現場を見直す制度的な後押し 21 

② 深刻な人材不足 



利⽤者が増える一方で現役世代が急減する今後を見据え、「より少ない人手でも回る
現場を実現することが必要」と言明した。業務の切り分けや役割分担、ロボット・セ
ンサーの適切な整備、記録アプリの活⽤などで介護施設のイノベーションを加速させ
る構想を改めて説明。健康寿命の延伸とあわせて力を注いでいく構えをみせ、「攻め
の姿勢で考えていく」と強調した。 

10日に開催された政府の経済財政諮問会議で、根本匠厚生労働相は新たなテクノロジ
の活⽤などで介護現場の生産性を高めていく意向を重ねて示した。 

民間議員は「人手不足への対応、働き方改革の観点からも、⼤胆なICT、AIなどの活
用に向けた規制改革を推進すべき」と主張。「センサーを活⽤するオランダの夜間介
護の生産性は日本の3倍」との知見を持ち出すなど、特に施設の夜勤配置に議論の余地
があるとの認識を示している。 

このほか麻生太郎財務相は、「今後の社会保障を取り巻く環境を考えると、必要とな
るサービスを効率的に提供していくことが重要な課題。保険者向けのインセンティブ
施策のメリハリ強化などをしっかり進めていく必要がある」と持論を展開。「今後、
給付と負担の見直しも含めた社会保障全般にわたる改革に取り組んでいかなければな
らない」とも述べた。 出典：介護のニュースサイト JOINT 22 

参考資料 



出典：介護のニュースサイト JOINT 特養や老健など介護施設で働くおよそ3000人の職員が回答 
23 
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アジア圏 シニアビジネス市場の将来性 ③ 日本式介護の確立 

1. なぜ「生産性の向上」が必要なのか？ 
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アジア諸国の高齢者率の推移 
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アジア諸国の生産年齢人口の推移 

１５－６４歳（億人） 

出典：経済産業省 出典：経済産業省 



日本式介護事業の将来性〜中国の高齢者人口推移〜 

25 2020年から介護保険制度開始予定 

③ 日本式介護の確立 

1. なぜ「生産性の向上」が必要なのか？ 
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高齢化というアジアの共通課題の克服のために、世界の中でも
いち早く少子高齢化を迎え、この分野に多くの経験を持つ我が
国が、高齢社会への対応や社会保障制度等についてアジア等と
の支援協力体制を強化していくことが必要。 
 
医療・介護・健康関連産業は、今後、高齢社会を迎えるアジア
諸国等においても高い成⻑が見込まれる。医薬品、医療・介護
製品・ロボット等の財の海外展開や、外国人患者等の国内医療
機関への受け入れの推進などにより、医療関連分野産業を展開
していくことが期待される。 
 
 

出典：経済産業省サイト 



2.何から取り組むべきなのか？ 



課題と改善へ向けた取組 7つのカテゴリー 

出典：平成31 年3 月 厚生労働省老健局高齢者支援課 「より良い職場・サービスのために今日からできること」 
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5Ｓ活動を行う 基準スケジュール確立 申し送り事項の標準化 介護ロボット 

ＩＣＴ活用 インカム導⼊ ＯＪＴの内容標準化 理念・行動指針 
アクセス向上 

2.何から取り組むべきなのか？ 
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 生産性向上を行うためのプロジェクトには⻑い時間がかかり、困難な課題に向き合う必要があります。多忙な日々の業務に流さ
れ、中途半端な取り組みを行う事は、逆に現場の失望感・無力感・モチベーションダウンにつながってしまうことがあります。 
 その為、プロジェクトは経営層からマネジメント層、そして現場職員までがその目的を理解・納得したうえで、一枚岩となって取
り組む必要がります。 

〇月〇日〜〇月〇日 3ヵ月間 

プロジェクトチーム 経営者・管理者・主任 

現場の業務 事務 営業 

数値化 新規利用者〇〇人 残業時間ゼロ 

気づきシート 業務時間調査 

離職率低下 処遇〇〇％ＵＰ 

解決策に制限を設けない為に最初は⼤枠 

可能な限り数値化し、全員に周知 

スタートアップ宣言〜５Ｗ２Ｈの共有〜 

2.何から取り組むべきなのか？ 



①職場環境の整備  5S活動 

①【捨てる】重要なものとそうでないものの評価軸を決める 
チーム力を発揮してルール整備 

②【定める】 
どこに？なにが？どれくらい？あるべきか決め明記する 
状況の変化によって対応する管理責任者を決める 
使ったら必ず元の位置に戻す 
チーム内の規律を確立 

③全員が清掃担当 

⇒汚す人は清掃していないから汚した意識が無い 
自分事にならないと意識がわかない 

④【維持する】 
見た目がきれいな事なのか？ 
病原菌がいない事なのか？◎ 
明確にして意思統一する 

⑤【習慣化】 
やってはいけないことを教える 
やるべきことを教える 
確認することを教える 

出典：平成31 年3 月 厚生労働省老健局高齢者支援課 「より良い職場・サービスのために今日からできること」 
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2.どう取り組むべきなのか？ 



〜5Sシート〜 

出典：平成31 年3 月 厚生労働省老健局高齢者支援課 「より良い職場・サービスのために今日からできること」 
31 

①職場環境の整備  5S活動 

2.何から取り組むべきなのか？ 



出典：株式会社やさしい手  

1日の標準的な業務の流れを見える化し、課題を確認。 
業務スケジュールの「基準」を作る 

基準スケジュールの確立 

32 

②業務の明確化と役割分担（業務全体の流れを再構築） 

2.何から取り組むべきなのか？ 



基準スケジュールの確立〜業務内容の把握〜 

出典：平成31 年3 月 厚生労働省老健局高齢者支援課 「より良い職場・サービスのために今日からできること」 

③ 削る やり方を変える・やってもらう（アウトソーシング）・やめる 

① 集約させる 
作業導線を意識（移動時間・準備時間） 

② 分散させる 
多忙な時間帯の業務分担適正化 
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②業務の明確化と役割分担（業務全体の流れを再構築） 

2.何から取り組むべきなのか？ 



手段 

2.何から取り組むべきなのか？ 
3M（ムリ・ムダ・ムラ）ダラリ 

ムリ 目的に対して手段が不足 

目的 手段 

手段 

ムダ 目的に対して手段が過剰 

目的 

対策の方向性⇒手段の補強 

対策の方向性⇒手段の適正化 

ムラ ムリとムダが混在する状態 

原因⇒作業標準が明確でない（標準業務マ

ニュアル）もしくは徹底できていない。 

対策の方向性 
• マニュアル作成等によるルールの明確化 
• 教育（現場への落とし込み） 

出典：平成31 年3 月 厚生労働省老健局高齢者支援課 「より良い職場・サービスのために今日からできること」 
34 



全職員の業務内容を10分毎に調査 

 まずは調査日を決め、職員に周知しましょう。調査の期間は
１日（24時間）です。 
 調査日に勤務する全ての職員（介護・看護職以外の調理や事
務の職員も含む）が対象になります。 

 調査日当日、対象の職員は残業を含め、勤務時間中、10分毎
に業務区分を業務区分表から選び、業務時間調査票に記入しま
す。（対象の職員はあらかじめ、業務区分表に目を通し、どの
ような業務区分があるか、ある程度把握しておくと、調査をス
ムースに実施することができます。） 

  調査日後日、管理者は調査結果表に、対象の職員から提出さ
れた業務時間調査票に記載されている業務区分に従って、作業
内容を記入します。 

 業務区分毎に色を決め、色鉛筆などで色塗りを行うことで業
務時間調査結果が完成し、職員の時間毎での業務が一目で分か
るようになります。 

STEP1  

STEP2  

STEP3  

STEP4  

プロジェクトメンバーが3Mの視点で仕分け 

●夜勤帯にキャリアの浅い職員のみの体制になっていないか（ムリ） 
●職員が一斉に休みを取ることで、残された職員に業務が集中していないか（ムリ） 
●時間帯毎に適性な職員が適正な数、勤務しているか（ムリ･ムダ） 
●各業務が適正な時間で実施されているか（ムダ・ムリ） 
●忘れ物等を利⽤者宅や施設に取りに戻っていないか（ムダ） 
●介護職が専門業務以外の業務（清掃や送迎等に時間を割いていないか（ムダ） 
●職員間で残業等の労働時間に偏りがないか（ムラ・ムリ） 35 



出典：株式会社やさしい手  

〜現場での運⽤〜 

日々の業務におけるマネジメントが重要 36 

②業務の明確化と役割分担（業務全体の流れを再構築） 

2.何から取り組むべきなのか？ 



37 



課題と改善へ向けた取組 〜お役立ちツール〜「眠りSCAN」 

38 

• 定期巡回を止めることで入居者の睡眠
を妨げない 

• 睡眠状態を把握することにより健康管
理・早期対策が可能 

• 看取り・夜勤の負担軽減により人員配
置に余裕ができる。 

2.何から取り組むべきなのか？ 



39 



40 



41 

③手順書の作成④記録報告様式の工夫 

転記 

入力 

同期・共有 

同期・共有 

現状 

ICT導入後 

対応するカテゴリー 

⑤ 情報共有の工夫 

④ 記録・報告様式の工夫 

③ 手順書の作成 

2.何から取り組むべきなのか？ 
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③手順書の作成④記録報告様式の工夫  スマケア 定期巡回システム  

2.何から取り組むべきなのか？ 



⑤情報共有の工夫 〜お役立ちツール〜「インカム」 

【インカム導⼊のメリット】 
1.静かな環境を作れる 
2.従業員全員で情報共有ができる 
3.作業の手を止めない 
4.チームワークにプラス、相談しやすい環境ができる 
5.離職者が減る 

【インカム導⼊のデメリット】 
1.導入費⽤が高額 
2.重量・違和感 
4.耳を塞がれる。 
3.聞き流し 

43 

2.何から取り組むべきなのか？ 



⑥OJTの仕組みつくり 〜お役立ちツール〜「クリップライン」 

44 

介護施設の教育システムの課題 
 

OJTが主流の為 
 
• 教える時間がない 
• 教える人によって内容が違う 
• 確認がしにくい 
• 新しい技術に対応できない 

    などなど・・ 

2.何から取り組むべきなのか？ 



⑥OJTの仕組みつくり 〜お役立ちツール〜「クリップライン」 

オンラインＯＪＴツール 

② 業務の明確化と役割分担 

⑥ ＯＪＴの仕組みづくり 

⑦ 理念・行動指針の徹底 

対応するカテゴリー 

⑤ 情報共有の工夫 

45 

2.何から取り組むべきなのか？ 



46 



47 



課題と改善へ向けた取組 〜お役立ちツール〜「けあすた」 

⑥ ＯＪＴの仕組みづくり 対応するカテゴリー 48 

2.何から取り組むべきなのか？ 



課題と改善へ向けた取組 〜お役立ちツール〜「持ち物チェックアプリ」 

④ 記録・報告様式の工夫 
49 

2.何から取り組むべきなのか？ 
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3.介護施設経営の基本要素 



51 

倒産件数・金額過去最多ペース 
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3.介護施設経営の基本要素 
「生産性の向上」その前に  経営改善の要素 

入居率UP 稼働率UP 生産性UP 採用力UP 職員研修 

• 営業戦略による入居率向上 

 

• 住宅型有料・サ高住などの入居事業におい

て、特に訪問介護系・通所介護の稼働率

（顧客単価）向上 

 

• 職員の人員配置や業務内容等を工夫し、

職員一人あたりの生産性を高める 

処遇改善加算対応 
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3.介護施設経営の基本要素 
「生産性の向上」その前に 

入居率UP 

・営業活動の強化（訪問方法・訪問ツール・営業リスト）を行い、問い合わせ件数をUPさせる 

・問い合わせ対応（電話応対等）を強化し、見学件数をUPさせる 

・見学対応を強化し、契約率をUPさせる 
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3.介護施設経営の基本要素 
「生産性の向上」その前に 

稼働率UP 

・認可を受けている介護保険事業の特性を掴み、利用率がUPする方法を提案する 

・フォーマルサービスとインフォーマルサービスの併用において、その理由付けを分かりやすく提案する 

・地域の特性等を活かし、状況によっては新規介護事業サービスの認可を受ける 
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3.介護施設経営の基本要素 
「生産性の向上」その前に 

生産性UP 

・職員の適正な人員配置を確立し、職員個々の業務内容及びチーム連携の在り方を見直す 

・独自のSS（サービスシフト）の仕組み等を活用し、職員一人あたりの生産性を高める 

・ICT等の活用により、記録整備や職員間の連携、お客様のサービス提供（安否確認等）の効率化を図る 
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3.介護施設経営の基本要素 
「生産性の向上」その前に 

採用力UP 

・求職者応募数（即戦力中途採用、無資格者初心者）をUPさせるための、イベント企画・実行 

・indeed等の媒体活用による専門職求職者応募数のUPや職種によっては新卒者の求人企画 

・採用段階での求職者の見極めを行うための、選考手順の確立 
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3.介護施設経営の基本要素 
「生産性の向上」その前に 

外国人介護人材は貴重な戦力となる 

出典：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社「外国人介護職員の雇⽤に関する介護事業者向けガイドブック」 



58 
出典：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社「外国人介護職員の雇⽤に関する介護事業者向けガイドブック」 
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3.介護施設経営の基本要素 
「生産性の向上」その前に 

人材確保 
外国人技能実習生 

出典：厚生労働省 
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3.介護施設経営の基本要素 
「生産性の向上」その前に 

職員研修 

・組織の中心となる職員を養成（管理者育成マニュアル） 

・現場介護職員の指導指針となる「MMマニュアル」を活用し、職員のセグメントを行い、品質管理を行う 

・座学・OJT・オンラインでの多角的な研修 

・法人理念を基礎とした研修 


